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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期

第２四半期
連結累計期間

第72期
第２四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (百万円) 25,443 20,258 47,457

経常利益または経常損失(△) (百万円) 942 △757 1,268

親会社株主に帰属する四半期純利益
または親会社株主に帰属する四半期
(当期)純損失(△)

(百万円) 297 △588 △185

四半期包括利益または包括利益 (百万円) △147 99 △1,836

純資産額 (百万円) 59,657 56,788 57,439

総資産額 (百万円) 100,650 98,960 98,118

１株当たり四半期純利益または
１株当たり四半期(当期)純損失(△)

(円) 4.14 △8.20 △2.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 4.13 － －

自己資本比率 (％) 59.0 57.2 58.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △525 2,500 △2,497

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,432 △1,355 △6,188

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 800 1,393 4,618

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 13,751 15,324 12,847

回次
第71期

第２四半期
連結会計期間

第72期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

１株当たり四半期純損失(△) (円) △2.64 △8.28

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第71期および第72期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存

在しているものの、１株当たり四半期(当期)純損失であるため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関連会社において営まれている事業の内容に重要な変更は

ありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における経済情勢は、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大に伴い、国内外の景

気は急速に悪化し、極めて厳しい状況が続きました。中国をはじめ、各国では経済活動が段階的に再開され、持ち

直しの動きが見られたものの、感染の再拡大に対する懸念も広がっており、依然として先行き不透明な状況で推移

しました。

　このような情勢のもとで、当社グループではお客様、取引先および従業員の安全を第一に考え、またさらなる感

染拡大防止の対策を実施した上で、製品供給体制を維持するとともに、「ＩＫＯ中期経営計画2020（ＣＨＡＮＧＥ

＆ ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ ～Ｎｅｘｔ Ｓｔａｇｅ ―ＡＣＣＯＭＰＬＩＳＨ―）」に掲げる持続的な成長と収益基

盤の強化に向け、組織横断による重点課題の解決や各種業務の効率化に注力いたしました。

　販売面につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により営業活動が制限を受ける中で、Ｗｅｂ会議等を

活用した柔軟な営業活動を展開し、既存顧客との取引深耕や今後の需要拡大が見込まれる戦略製品の案件発掘に努

めました。

　製品開発面につきましては、高い剛性と回転精度を持ちながらＩＫＯクロスローラベアリングシリーズで最薄・

最軽量を誇る『超薄型クロスローラベアリングＣＲＢＴ』の最小サイズを市場投入するなど、機械のさらなる小型

化・軽量化に貢献する高付加価値製品の拡充を図りました。

　生産面につきましては、生産子会社の優必勝（蘇州）軸承有限公司で「ＩＫＯブランド」製品の安定供給体制の

整備を進めるとともに、サプライチェーン全体での価格競争力を向上すべく、現場改善活動を継続的に実施するな

ど、より効果的な生産体制の構築を推進しました。

　当社グループの営業状況をみますと、新型コロナウイルス感染症による景気悪化の影響を受け、国内外ともに設

備投資需要は減速し、低調に推移しました。国内市場においては、エレクトロニクス関連機器向けは底堅く推移し

ましたが、工作機械向けなどを中心に売上高は減少しました。北米地域ではエレクトロニクス関連機器向けが好調

に推移したものの、精密機械向けや市販向けが低迷し、売上高は減少しました。欧州地域では精密機械向けの需要

が増加しましたが、一般産業機械向けや市販向けなどが減速し、売上高は減少しました。中国ではいち早く経済活

動を再開したことから景気は緩やかに持ち直し、売上高は増加しました。その他地域ではインドのロックダウンを

はじめ、各国における制限措置により経済活動は停滞し、売上高は減少しました。

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は20,258百万円(前年同期比20.4％減)となりました。収益面

につきましては、営業活動の制限もあり経費節減に努めましたが、減収・減産の影響等により、営業損失748百万

円(前年同期は営業利益1,210百万円)、経常損失757百万円(前年同期は経常利益942百万円)、親会社株主に帰属す

る四半期純損失588百万円(前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益297百万円)となりました。

　また、当第２四半期連結累計期間における針状ころ軸受および直動案内機器等(以下「軸受等」)の生産高(平均

販売価格による) は18,270百万円(前年同期比26.0％減)となり、軸受等ならびに諸機械部品の受注高は18,608百万

円(前年同期比9.7％減)となりました。

　セグメントについて、当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造販売を主な単一の事業として運営して

いるため、事業の種類別セグメントおよび事業部門は一括して記載しております。なお、部門別売上高では、軸受

等は18,107百万円(前年同期比20.0％減)、諸機械部品は2,150百万円(前年同期比23.2％減)となりました。
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部門別売上高 　 　 　 （単位：百万円）

区 分

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

比 較 増 減（自 2019年４月１日 （自 2020年４月１日

至 2019年９月30日） 至 2020年９月30日）

金額 比率 金額 比率 金額 伸び率

　 　 % 　 % 　 %

軸受等 22,642 89.0 18,107 89.4 △4,535 △20.0

諸機械部品 2,800 11.0 2,150 10.6 △649 △23.2

売上高合計 25,443 100.0 20,258 100.0 △5,185 △20.4

資産合計は、前連結会計年度末に比べ841百万円増加し98,960百万円となりました。これは主に、現金及び預金

2,477百万円、投資有価証券1,210百万円等の増加と、受取手形及び売掛金1,020百万円、たな卸資産250百万円、未

収入金582百万円、未収還付法人税等772百万円等の減少によるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,492百万円増加し42,171百万円となりました。これは主に、長期借入金

3,479百万円、リース債務420百万円等の増加と、支払手形及び買掛金1,232百万円、短期借入金1,200百万円等の減

少によるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ650百万円減少し56,788百万円となりました。これは主に、自己株式307

百万円、その他有価証券評価差額金868百万円等の増加と、利益剰余金1,030百万円、為替換算調整勘定224百万円

等の減少によるものであります。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ2,476百万円増加

し15,324百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により得られたキャッシュ・フローは2,500百万円(前年同期は525百万円の支出)となりました。これは

主に、減価償却費1,945百万円、売上債権の減少額1,026百万円、法人税等の還付額624百万円等による収入項目と、

税金等調整前四半期純損失752百万円、仕入債務の減少額1,270百万円等の支出項目との差額によるものでありま

す。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により支出されたキャッシュ・フローは、前年同期に比べ2,076百万円減少し1,355百万円となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得による支出1,310百万円等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により得られたキャッシュ・フローは、前年同期に比べ593百万円増加し1,393百万円となりました。こ

れは主に、長期借入れによる収入5,501百万円等の収入項目と、短期借入金の返済による支出1,200百万円、長期借

入金の返済による支出2,021百万円、配当金の支払額361百万円、自己株式の取得による支出649百万円等の支出項

目との差額によるものであります。

(3) 優先的に対処すべき事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

　(4) 財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当第２四半期連結累計期間において、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に重

要な変更および新たに定めた基本方針はありません。
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　(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は622百万円であります。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 291,000,000

計 291,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2020年９月30日)

提出日現在発行数
(株)

(2020年11月12日)

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商

品取引業協会名
内容

普通株式 73,501,425 73,501,425
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 73,501,425 73,501,425 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストック・オプション制度の内容】

　該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2020年９月30日 ― 73,501 ― 9,533 ― 12,887

　



― 7 ―

(5) 【大株主の状況】

2020年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社日本カストディ銀行(信

託口)
東京都中央区晴海１－８－12 7,779 10.72

日本トムソン取引先持株会 東京都港区高輪２－19－19 5,002 6.89

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社(信託口)
東京都港区浜松町２－11－３ 4,373 6.03

日本生命保険相互会社

(常任代理人 日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１－６－６

日本生命証券管理部内

(東京都港区浜松町２－11－３)

4,262 5.87

株式会社不二越 東京都港区東新橋１－９－２ 2,008 2.76

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,612 2.22

日本トムソン従業員持株会 東京都港区高輪２－19－19 1,576 2.17

DFA INTL SMALL CAP VALUE

PORTFOLIO

(常任代理人 シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店)

PALISADES WEST 6300, BEE CAVE ROAD

BUILDING ONE AUSTIN TX 78746 US

(東京都新宿区新宿６－27－30)

1,318 1.81

みずほ信託銀行株式会社 退職

給付信託 みずほ銀行口 再信

託受託者 株式会社日本カスト

ディ銀行

東京都中央区晴海１－８－12
1,305 1.79

株式会社日本カストディ銀行(信

託E口）
東京都中央区晴海１－８－12 1,294 1.78

計 ― 30,532 42.09

(注)１ 当社は自己株式を995,525株保有しております。

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は、2020年７月27日にＪＴＣホールディングス株式会社と資産

管理サービス信託銀行株式会社と合併し、株式会社日本カストディ銀行に商号変更しております。

３ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 468,000株

株式会社日本カストディ銀行(信託E口) 1,294,900株

４ 2018年６月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有(変更)報告書において、株式会社三菱ＵＦＪ銀行お

よびその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社および三菱ＵＦＪ国際投信株式会社が2018年５月28

日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、株式会社三菱ＵＦＪ銀行を除いて、当社と

して当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。

なお、大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 保有株券等の数(千株) 株券等保有割合(％)

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,612 2.19

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,540 2.10

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 560 0.76
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５ 2019年４月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有(変更)報告書において、日本生命保険相互会社およ

びその共同保有者である大樹生命保険株式会社が2019年４月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載

されているものの、日本生命保険相互会社を除いて、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有

株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 保有株券等の数(千株) 株券等保有割合(％)

日本生命保険相互会社 4,262 5.80

大樹生命保険株式会社 103 0.14

６ 2020年３月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有(変更)報告書において、三井住友信託銀行株式会社

およびその共同保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社および日興アセットマネジ

メント株式会社が2020年３月13日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、三井住友信

託銀行株式会社を除いて、当社として2020年３月31日時点における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 保有株券等の数(千株) 株券等保有割合(％)

三井住友信託銀行株式会社 600 0.82

三井住友トラスト・アセットマネジメント株
式会社

2,146 2.92

日興アセットマネジメント株式会社 970 1.32

７ 2020年９月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有(変更)報告書において、株式会社みずほ銀行および

その共同保有者であるみずほ証券株式会社およびみずほ信託銀行株式会社およびアセットマネジメントＯｎ

ｅ株式会社が2020年９月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第

２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。

なお、大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 保有株券等の数(千株) 株券等保有割合(％)

株式会社みずほ銀行 1,306 1.78

みずほ証券株式会社 82 0.11

みずほ信託銀行株式会社 1,308 1.78

アセットマネジメントＯｎｅ株式会社 1,860 2.53
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

995,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

724,554 ―
72,455,400

単元未満株式
普通株式

― ―
50,525

発行済株式総数 73,501,425 ― ―

総株主の議決権 ― 724,554 ―

(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式25株が含まれております。

２ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式には、「役員向け株式交付信託」および「従業員持株ＥＳＯ

Ｐ信託」が所有する当社株式は含まれておりません。

② 【自己株式等】

2020年９月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

(自己保有株式)
日本トムソン株式会社

東京都港区高輪２－19－19 995,500 ― 995,500 1.35

計 ― 995,500 ― 995,500 1.35

(注) １ 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権10個)あります。

　 なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。

２ 「役員向け株式交付信託」および「従業員持株ＥＳＯＰ信託」が所有する当社株式は、上記自己保有株式に

含めておりません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役

（事業開発部・品質保証部
担当、製品開発センター・
技術センター副担当、優必
勝(蘇州)軸承有限公司董事
長）

取締役

（執行役員事業開発部・品
質保証部担当、製品開発セ
ンター・技術センター副担
当、優必勝(蘇州)軸承有限
公司董事長）

笠原 信 2020年６月25日
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2020年７月１日から2020年

９月30日まで)および第２四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,924 15,402

受取手形及び売掛金 11,671 10,650

商品及び製品 16,196 16,023

仕掛品 11,122 10,808

原材料及び貯蔵品 6,414 6,651

その他 2,624 1,200

貸倒引当金 △14 △20

流動資産合計 60,940 60,717

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 11,500 11,752

その他（純額） 13,242 13,291

有形固定資産合計 24,742 25,044

無形固定資産 2,107 1,883

投資その他の資産

投資有価証券 6,708 7,919

その他 3,675 3,450

貸倒引当金 △56 △55

投資その他の資産合計 10,328 11,313

固定資産合計 37,178 38,242

資産合計 98,118 98,960

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,832 6,599

短期借入金 1,200 -

1年内償還予定の社債 - 5,000

1年内返済予定の長期借入金 4,130 4,846

未払法人税等 225 196

役員賞与引当金 63 31

債務保証損失引当金 170 -

その他 4,132 4,491

流動負債合計 17,754 21,167

固定負債

社債 15,000 10,000

長期借入金 6,876 9,639

退職給付に係る負債 33 17

その他 1,014 1,346

固定負債合計 22,924 21,004

負債合計 40,679 42,171
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 9,533 9,533

資本剰余金 12,886 12,886

利益剰余金 34,988 33,957

自己株式 △828 △1,135

株主資本合計 56,579 55,241

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,365 2,233

繰延ヘッジ損益 0 -

為替換算調整勘定 △494 △719

退職給付に係る調整累計額 △160 △115

その他の包括利益累計額合計 711 1,399

新株予約権 148 148

純資産合計 57,439 56,788

負債純資産合計 98,118 98,960
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

売上高 25,443 20,258

売上原価 17,172 14,786

売上総利益 8,270 5,471

販売費及び一般管理費 ※1 7,059 ※1 6,219

営業利益又は営業損失（△） 1,210 △748

営業外収益

受取利息 7 5

受取配当金 129 92

雇用調整助成金 - 97

その他 241 152

営業外収益合計 377 348

営業外費用

支払利息 44 59

売上割引 29 22

為替差損 549 108

一時帰休費用 - 124

その他 22 42

営業外費用合計 645 357

経常利益又は経常損失（△） 942 △757

特別利益

投資有価証券売却益 - 4

特別利益合計 - 4

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

942 △752

法人税等 636 △164

四半期純利益又は四半期純損失（△） 305 △588

非支配株主に帰属する四半期純利益 8 -

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

297 △588
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 305 △588

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △36 868

繰延ヘッジ損益 △1 △0

為替換算調整勘定 △404 △224

退職給付に係る調整額 △10 44

その他の包括利益合計 △453 687

四半期包括利益 △147 99

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △157 99

非支配株主に係る四半期包括利益 9 -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

942 △752

減価償却費 1,895 1,945

引当金の増減額（△は減少） △27 △25

退職給付に係る資産及び負債の増減額 △25 △23

受取利息及び受取配当金 △136 △98

支払利息 44 59

為替差損益（△は益） 247 92

固定資産除却損 14 19

売上債権の増減額（△は増加） 2,522 1,026

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,477 176

仕入債務の増減額（△は減少） △865 △1,270

未払費用の増減額（△は減少） △56 46

その他 △200 638

小計 876 1,833

利息及び配当金の受取額 136 98

利息の支払額 △44 △55

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,493 624

営業活動によるキャッシュ・フロー △525 2,500

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,226 △1,310

無形固定資産の取得による支出 △91 △81

その他 △114 35

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,432 △1,355

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） - △1,200

長期借入れによる収入 3,000 5,501

長期借入金の返済による支出 △1,678 △2,021

配当金の支払額 △539 △361

自己株式の取得による支出 △0 △649

その他 18 124

財務活動によるキャッシュ・フロー 800 1,393

現金及び現金同等物に係る換算差額 △114 △61

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,272 2,476

現金及び現金同等物の期首残高 17,023 12,847

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 13,751 ※１ 15,324
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日　至 2020年９月30日)

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しており

ます。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前

四半期純利益または税引前四半期純損失に法定実効税率を乗じた金額に、繰延税金資産の回収可能性を考慮してお

ります。

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

(従業員持株ＥＳＯＰ信託)

当社は、2020年８月７日開催の取締役会において、当社の成長を支える従業員に対する福利厚生制度をより一層

充実させるとともに、株価上昇へのインセンティブを付与することにより、当社の業績や株式価値に対する従業員

の意識をさらに高め、中長期的な企業価値の向上を図ることを目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業

員持株ＥＳＯＰ信託」の再導入を決議いたしました。

なお、2018年２月より導入しておりました「従業員持株ＥＳＯＰ信託」は、信託が保有する自社の株式をすべて

売却し、2020年７月をもって終了いたしました。

(1) 取引の概要

「従業員持株ＥＳＯＰ信託」は、当社が「日本トムソン従業員持株会」(以下、当社持株会)に加入する従業員の

うち一定の要件を充足する者を受益者とする信託(以下、信託口)を設定し、信託口は５年間にわたり当社持株会が

取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得し、その後毎月一定日に当社持株会に売却す

るものであります。信託期間満了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合

に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸

借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員の追加負担はありません。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、前連結会計年度105百万円、121千株、当第２四

半期連結会計期間495百万円、1,294千株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度252百万円、当第２四半期連結会計期間501百万円

(役員向け株式交付信託)

当社は、取締役(社外取締役を除く)に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

(1) 取引の概要

当社は、2020年５月14日開催の取締役会において、当社取締役(社外取締役を除きます。以下も同様です。)およ

び執行役員(以下総称して「取締役等」といいます。)を対象とする株式報酬制度(以下「本制度」といい、本制度

導入のために設定される信託を「本信託」といいます。)を導入することを決議し、本制度の導入については、

2020年６月24日開催の第71回定時株主総会において承認されております。

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する本信託が当社株式を取得し、当社が各取締役に付与するポ

イントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に交付される、という株式報酬制度です。

なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当第２四半期連結会計期間148百万円、468千株

であります。
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当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

(新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りの仮定)

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、当社グループでも受注減による売上高の減少等の影響が発生しており

ますが、当社グループでは、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は、年度後半に向け徐々に緩和に向かう

と仮定して会計上の各種見積りを行っております。

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

従業員給与 2,687百万円 2,499百万円

福利厚生費 488 〃 467 〃

退職給付費用 62 〃 106 〃

荷造運搬費 360 〃 276 〃

事務費 329 〃 328 〃

賃借料 314 〃 230 〃

業務委託費 378 〃 336 〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

現金及び預金 13,327百万円 15,402百万円

預入期間が３ヵ月超の定期預金 △75 〃 △77 〃

取得日から３ヵ月以内に償還期限
の到来する短期投資(有価証券)

500 〃 ― 〃

現金及び現金同等物 13,751百万円 15,324百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日　至 2019年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 540 7.50 2019年３月31日 2019年６月28日

２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年11月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 540 7.50 2019年９月30日 2019年12月11日

当第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日　至 2020年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 360 5.00 2020年３月31日 2020年６月25日

２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年11月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 290 4.00 2020年９月30日 2020年12月９日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益または１株当たり四半期純損失および算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

(1)１株当たり四半期純利益または
　１株当たり四半期純損失(△)

4.14円 △8.20円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益または
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

297 △588

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る
親会社株主に帰属する四半期純利益または
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

297 △588

普通株式の期中平均株式数(株) 71,737,936 71,772,645

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 4.13円 ―

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 (百万円) ― ―

普通株式増加数(株) 233,120 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

――――― ―――――

(注) 当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

　 の、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

2020年11月12日開催の取締役会において、第72期の中間配当を行うことを決議しました。

中間配当金額総額 290百万円

１株当たりの中間配当金 4円00銭

支払請求権の効力発生日
2020年12月９日

および支払開始日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2020年11月10日

日本トムソン株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 京 嶋 清 兵 衛 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 齋 藤 映 ㊞

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本トムソン株

式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本トムソン株式会社及び連結子会社の2020年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2020年11月12日

【会社名】 日本トムソン株式会社

【英訳名】 NIPPON THOMPSON CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 宮 地 茂 樹

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都港区高輪二丁目19番19号

【縦覧に供する場所】 ※中部支社

　(名古屋市中川区西日置二丁目３番５号(名鉄交通ビル))

※西部支社

　(大阪市西区新町三丁目11番３号)

株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注) ※印は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありません

が、投資家の縦覧の便宜のため縦覧に供する場所としております。

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

代表取締役社長宮地茂樹は、当社の第72期第２四半期(自 2020年７月１日 至 2020年９月30日)の四半期報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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